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３ 

一般社団法人 電子情報技術産業協会 

法務・知的財産部会 
活動概要 

Japan Electronics and Information Technology Industries Association 

https://home.jeita.or.jp/lip/ 
※2023年3月31日発行 
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                                            ※2022年度 

 

法務・知的財産部会 

個人データ保護専門委員会  

特許専門委員会 

商標専門委員会 

データ利活用検討タスクフォース 
 

著作権専門委員会 

法務・知的財産運営委員会  

一般社団法人 電子情報技術産業協会とは … About Japan Electronics and Information Technology Industries Association (JEITA) 
 

IoT（Internet of Things）やビッグデータ、人工知能（AI）等の技術の進展により、産業構造や社会構造が大きく変わりつつあるなか、IT・エレクトロニ

クス産業は、わが国の経済成長ならびに社会の高度化を支える基盤として、重要な役割を担っています。 

一般社団法人 電子情報技術産業協会（ＪＥＩＴＡ：Japan Electronics and Information Technology Industry Association of Japan）は、世界に先駆け、高度な

情報活用Connected Industriesを通じたSociety 5.0の実現に向け、異業種、ベンチャー、海外等とも連携し、成長分野に関わる課題の検討や政府への提言な

ど、会員の新たな取り組みを促進するための活動にスピード感を持って取り組んでいます。 

また、会員の競争力強化のため、規制・制度改革や税制改正要望等の事業環境整備に着実に取り組んでいます。これらの事業を推進することにより、IT・エ

レクトロニクス産業ならびにわが国の経済・社会の発展に貢献していきます。 

旭化成エレクトロニクス株式会社 
Apple Japan合同会社 
アマゾンウェブサービスジャパン合同会社 
アルプスアルパイン株式会社 
株式会社AI Samurai  
沖電気工業株式会社 
カシオ計算機株式会社 
キオクシア株式会社 
キヤノン株式会社 
クアルコムジャパン合同会社 
グーグル合同会社 
株式会社JVCケンウッド 
シャープ株式会社 
セイコーエプソン株式会社 
ソニーグループ株式会社 
TVS REGZA株式会社 
株式会社デンソー 
株式会社デンソーテン 
株式会社東芝 
日本電気株式会社 
日本アイ・ビー・エム株式会社 
日本コンピュータビジョン株式会社 
日本マイクロソフト株式会社 
パイオニア株式会社 
ByteDance株式会社 
株式会社バッファロー 
パナソニックホールディングス株式会社 
株式会社日立製作所 
株式会社日立物流 
富士通株式会社 
富士フイルムビジネスイノベーション株式会社 
本田技研工業株式会社 
三菱電機株式会社 
ヤマハ株式会社 
横河電機株式会社 
株式会社ワコム 
 
以上／３６社 

 

理事会 

ヘルスケアインダスト
リ部会 

スマートホーム部会 

デザイン委員会 

国際・通商政策部会 

法務・知的財産部会 

先端交通システム部会 
総合政策部会 

AVC部会 

半導体部会 

電子部品部会 

情報・産業システ
ム部会 

ディスプレイデバ
イス部会 

関西支部運営部会 

法務・知的財産部会 － 参加企業一覧／委員会組織  Member Companies / Organization 
 

 

課題別部会 分野別部会 

環境部会 

標準化政策部会 

製品安全部会 

企業間EC部会 

技術戦略部会 

意匠タスクフォース 

＜各会議体の位置付けの違い＞ 

〇法務・知的財産運営委員会： 

法務・知的財産部会の意思決定機関 

〇専門委員会： 

所管テーマに関する継続的な検討を実施 

〇タスクフォース： 

所管テーマに関して臨機に検討、目的達成後改組 
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法務・知的財産部会 

著作権専門委員会   

［委員長］  堀川 剛史  [ 富士通株式会社 ガバナンス・コンプライアンス法務本部 コーポレートガバナンス法務部 シニアマネージャー ] 

 

活動目的 
著作権関連法規に関する内外動向を把握するとともに、デジタル・ネットワーク技術を活用した更なる新規事業の創出やデータ駆動型社会の拡大に資する著

作権制度のあり方について検討を進め、業界意見を集約した上で、経済産業省、文化庁、知的財産戦略本部などの関係省庁・機関に提言し、当業界のビジネス活

動に資するよう法改正を含む環境整備を目指します。 

 

活動概要 
■情報の収集と共有 

－  知的財産戦略本部、経済産業省、文化庁などの関係省庁・機関で開催される著作権関連の審議会等の傍聴や資料精査を通じた情報収集と整理・分析 

－  国内の関係者・関係団体との意見交換・連携とその内容の共有 

－  国内外の著作権関連法規の動向把握、私的複製補償金制度に関する情報の収集 

－  国内外の著作権関連法規や判例の動向把握 

－  著作権関係の課題や実務的対応についての委員間での情報交換 

－  有識者の招聘による講演会 

＜テーマ＞ 

「NFTに関する勉強会 ビジネス展開における法的留意点～知的財産法を中心に～」 

「web3の基礎とコンテンツ利活用の諸論点」 

「メタバースと知的財産法」 

 

■意見の集約と発信 

収集・共有した情報に基づき、委員会の意見を集約した上で、下記の議論の機会を中心に発信 

－  知的財産推進計画2022の策定に向けた意見募集 

－  私的録音録画補償金制度の対象機器にブルーレイレコーダー等を追加指定する 政令案に対する JEITA の見解 

－  著作権法施行令の一部を改正する政令案に関する意見 

－  著作権法施行令の施行に対する当協会コメント 

［部会長］  和泉 恭子  [ 富士通株式会社 ビジネス法務・知財本部 知財グローバルヘッドオフィス長 ] 

 

活動目的 
法務・知的財産部会は、Society5.0の推進にあたり、会員各社の共通課題である法的問題及び知的財産権問題等に関する対策の検討ならびに情報提供等を行

うことにより当該課題の解決に取り組みます。 

会員各社の法務・知的財産部門の実務担当者を中心に委員会活動を行い、有識者と連携しつつ、国内外の法制度に対する業界意見の具申、政府・関係省庁へ

の提言などを行います。 

また、各国の法執行当局等を通じて、知的財産の適切な保護方法について意見・情報交換を行い会員の企業活動に反映していきます。 

 

活動概要 
■情報の収集と共有 

－  政府知的財産推進計画と連動したグローバルでの研究 

－  国内関連法規の研究、海外法との比較、必要に応じた法改正に向けた意見収集 

－  新規課題に対する専門委員会・タスクフォースの設置や廃止 

－  政府関係者・有識者を招聘しての意見交換会の実施 

＜テーマ＞ 

「メタバースビジネスの動向と課題」 

「知的財産推進計画2022について」 

「デジタル市場における競争政策の在り方」※CEATEC 2022カンファレンスとして実施 

「SXを通じた「稼ぎ方」の変革～長期的かつ持続的な企業価値向上に向けて～」 

「Web3.0時代におけるクリエイターエコノミーの創出に係る調査事業について」 

「SDGs・グリーン社会の実現における競争法」 

「人権DDの実践について」 

－  通商交渉、国際条約の動向把握 など 

 

■意見の集約と発信 

－  JEITA法務・知的財産に関する意思決定機関として、傘下専門委員会・タスクフォースからの報告を受け、JEITAとしての意見取りまとめを実施 

－  政府関係会議等への委員参加を行い、JEITAとしての業界意見を提言 

－  関係省庁との意見交換および意見提出 

－  海外関係団体との意見交換、意見提出 

https://home.jeita.or.jp/press_file/20200928135149_lkFjXUNtf5.pdf
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個人データ保護専門委員会   

 
［委員長］  吉田 元永  [ 株式会社東芝  技術企画部 サイバーセキュリティセンター  スペシャリスト ] 

 

活動目的 
国内の改正個人情報保護法についてガイドライン等の改定動向を把握し企業の意見を集約した上で規制のあり方等について関係省庁に提言要望を行います。 

個人情報保護やプライバシーへの配慮の観点から、新ビジネスや新サービスの創出、既存産業の活性化が促進されるようなビジネス環境を整備するよう意見

提言を行います。特にAI/IoT/ビッグデータの利活用に対して、継続してルール策定に向け、個人情報保護委員会や経済産業省へ提言・要望を行います。 

また、グローバルの法制度においても、国際的に調和の取れたパーソナルデータ利活用ルールを明確化するために積極的な働きかけを行います。特に、欧州

一般データ保護規則（GDPR）、米国連邦法・州法、中国個人情報保護法、インド個人情報保護法、タイ個人情報保護法、その他各国法の制定・改定動向をフォロ

ーし、情報共有と共に政府機関等へ意見・要望を行います。 

 

活動概要 
■個人情報保護法やプライバシー課題への対応 

個人情報保護法について、法令・ガイドライン等の改定動向を継続的にフォローし、必要に応じて政府機関に意見・要望した。また、プライバシーへの配

慮について課題検討を図った。 

  - 個人情報保護法改正に伴う政令、及び、委員会規則の見直しについて意見・提言 

  - 個人情報保護法の実務に関する課題の把握・提言 

- AI/IoTとプライバシーに関する動向把握と課題検討 

  - プライバシーガバナンスに関する動向把握と課題検討 

  - 関係省庁、有識者、他団体との情報交換 

  - IoT推進コンソーシアムデータ流通促進WGとの連携 

  - 協会内事業部会における個人情報の利活用促進に向けた連携（例：スマートホーム部会 等） 

  - 会員企業によるAIの開発や利用の促進を目的にAI倫理に関する会員企業の取組の公表 

 

■諸外国の関連法制への対応 

  - 欧州一般データ保護規則（GDPR）、米国連邦法及び州法、中国個人情報保護法、インド個人情報保護法、ベトナム個人情報保護法など諸外国の動向を継続

的にフォローし、有識者と意見交換等を実施。 

 

■有識者との意見交換 

＜テーマ＞ 

「ガバメントアクセスのルール形成に向けた個人データ及び非個人データの国際流通の適正化」、「経産省のデータ関連政策」、 

「OECDデジタル経済委員会におけるAI関連活動」、「中国法におけるデータの越境移転」、「国内外でのAI倫理原則制定動向やAIデータ倫理問題事案」、 

「改正電気通信事業法の外部送信規律について」、「インドネシアの個人情報保護法の概要と実務対応」、「AIとロボットのルールと賠償責任について」、 

「世界グローバルプライバシー会議について」、「DeepProtect」、「インド・デジタル個人データ保護法案2022」、「改正電気通信事業法 外部送信規律の解説」 

特許専門委員会  

［委員長］  西谷 明子  [ 三菱電機株式会社 知渉第二グループ グループマネージャー ] 

 

活動目的 
電子情報技術産業における特許戦略立案にかかる研究を行うとともに、特許関連トピックスに対して政府・関係省庁に提言を行います。 

JEITA会員企業共通の課題抽出を行い、各社の実務レベルを含んだ関係テーマの研究を行います。併せて、各社の取組などを情報共有します。 

関係機関との積極的な交流を進め、タイムリーな動向把握、政府会合への参加、意見交換を行います。 

 

活動概要 
■ドワンゴvs FC2事件に関する検討 

－ 域外適用に関するドワンゴvs FC2事件を踏まえ、国境を跨ぐ実施行為の特許侵害性や、システム発明における生産該当性について、委員間で判例検討を

行った。また、同事件について、知的財産高等裁判所が構成要素の一部が海外に存在する場合の生産該当性、及び、その要件を問う第三者意見募集を実施

し、これに対し意見書を提出した。 

 

■意見発信 

－ 標準必須特許のライセンス交渉の手引き改訂案に対する意見 

－ 知的財産高等裁判所第三者意見募集（事件番号 令和4年（ネ）第10046号）に対する意見 

－ 中国専利審査指南改正草案（再意見募集稿）に対する意見 

 

■特許関連テーマに関する特許庁や有識者との意見交換 

＜テーマ＞ 

－ 標準必須特許と消尽に関する調査研究（ネットワークやサービスに関する特許の現状と課題） 

－ 令和3年度産業財産権制度各国比較調査研究結果「特許情報に基づく特許価値の分析と検証に関する調査研究」、「標準必須特許と消尽に関する調査研

究（ネットワークやサービスに関する特許の現状と課題）」 

－ 令和3年度特許出願技術動向調査結果「ヘルスケア情報システム」、「教育における情報通信技術の活用」、「GaNパワーデバイス」 

－ 欧州裁判所/ドイツ連邦最高裁によるFRAND danceルールの正確な理解の必要性、及び、FRAND/SEP developments in Germany 

－ コーポレートガバナンスコード改訂に伴う知財ガバナンスと知財経営 

 

■特許関連テーマに関する委員間の意見交換 

＜テーマ＞ 

－ アフターコロナに向けた取組、経営に資する知財活動、知財人材に求められること及び各社の組織体制・育成課題、社外との共創時におけるフォアグラウ

ンドIPの取り扱いについて 
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商標専門委員会   
 
［委員長］  大倉 正也  [ ヤマハ株式会社 知的財産部IPブランドG 主事 ] 

 

活動目的 
電子機器事業に関連して使用される商標についての問題を討議／研究し、企業における商標実務に寄与するとともに、商標法等改正動向に即した検討を進

め、関係官庁へ提言／要望します。 

 

活動概要 
■特許庁との意見交換 

－ 特許庁審判部部と審判実務や判定制度の運用等に関する意見交換を実施。 

－ 特許庁審査部とファストトラック審査やコンセント制度等に関する意見交換を実施。 

 

■意見発信 

－ ニース国際分類 日本提案に対する意見 

－ 中国商標法改正案に対する意見 

 

■会員企業間の情報交換 

＜テーマ＞ 

－ 「Amazonブランド登録の管理」、「バーチャルの世界における商標の使用」、「商標業務のDX対応」、「ブランド部門と商標部門の組織」、「識別力がない語、

識別力が極めて弱い語の取扱い」 

 

■外部講師を招いた講演会の開催 

＜テーマ＞ 

－ 「メタバースにおける知的財産法の論点」、「仮想空間等における商標の諸課題について」、「米国におけるメタバース関連商標出願の動向並びに諸外国

の現状」 

データ利活用検討タスクフォース 
 
 ［主査］  宮地 浩平  [ 株式会社日立製作所 知的財産本部 知財第三部 第２グループ グループリーダ主任技師 ] 

 

活動目的 
IoT の進展等により膨大なデータを効率的に収集・共有できる環境が実現し、個人情報を含むデータ利活用に関する一定の法的な基盤も整備されつつある中

で、他社等保有のデータと掛け合わせる等のデータ利活用による新サービスの創出、産業競争力強化が期待されています。 

一方でデータ流通基盤が十分に確立されていないことや、不正利用された場合の対応に関する懸念や不安等を背景に、必ずしも十分にデータが利活用されてい

ない状況です。 

このような背景のもと、ビジネス上のデータ利活用が円滑に行われるために必要な法整備等について、その要否も含め検討し、JEITA会員企業が望むデータの

利活用と保護の在り方をまとめ、政府の施策に反映させることを目的とします。 

 

活動概要 
■意見発出 

－ 内閣官房デジタル市場競争本部事務局から示された「モバイル・エコシステムに関する競争評価 中間報告」に関する意見募集に対して、セキュリティやプ

ライバシー保護、政府の過度な介入による企業負担の増大、イノベーション阻害の可能性、知的財産権保護等の観点からの検討の必要性について意見を発出

した。 

－ 公正取引委員会から示された「グリーン社会の実現に向けた事業者等の活動に関する独占禁止法上の考え方案」に関する意見募集に対して、独占禁止法上

問題となる行為として規制するのではなく、独占禁止法がグリーン成長にかかる取組を阻害しないよう柔軟に運用されるべきであること等について意見を

発出した。 

意匠タスクフォース 
 
 ［主査］  小林 康秀  [ 富士通株式会社 ビジネス法務・知財本部 知財グローバルヘッドオフィス 知的財産センター長 ] 

 

活動目的 
意匠に関する必要な法整備等について、JEITA会員企業が望む意匠保護の在り方を検討・集約し、特許庁へ提言を行います。 

 

活動概要 
■委員間の意見交換 

－ 産業構造審議会知的財産分科会意匠制度小委員会にて審議が進められた新規性喪失の例外適用申請等に係る手続の緩和等について、企業実務上過度な負担

にならないか等の観点から検討を行った。意匠制度小委員会で取りまとめられた報告書案では、新規性喪失の例外適用申請等に係る手続については、必要な

証明は最先のみであることや、最先の公開の特定は時分ではなく日とされる等、出願人の負担軽減に配慮された内容であることから、意見発出は見送るこ

ととした。 

 

■意見発出 

－ 中国国国家知識産権局から公表された「中国専利審査指南改正草案（再意見募集稿）」に対し、国際的な制度調査の観点等から意見発出した。 
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     作成・発行／一般社団法人 電子情報技術産業協会 事業戦略推進本部 事業推進部 

E-mail  legal_ipr@jeita.or.jp  〒100-0004  東京都千代田区大手町1-1-3  大手センタービル4階 

 

関連法案等へのパブリックコメント等に対する JEITA意見書 
 
 【国内パブリックコメント】 

■「知的財産推進計画 2022」の策定に向けた意見（4月1日） 

https://home.jeita.or.jp/press_file/20220404090654_lmoAfgCHEF.pdf 

 

■ 「標準必須特許のライセンス交渉の手引き」改訂案に関する意見（6月7日） 

https://home.jeita.or.jp/press_file/20220607145719_R26C7Kgd8O.pdf 

 

■ 「モバイル・エコシステムに関する競争評価 中間報告」に関する意見（6月9日) 

  https://home.jeita.or.jp/press_file/20220609160315_7Y5WVnxy9N.pdf 

 

■ 私的録音録画補償金制度の対象機器にブルーレイレコーダー等を追加指定する政令案に対する JEITA の見解の概要（8月23日) 

  https://home.jeita.or.jp/press_file/20220823171920_pCM9YmqEXs.pdf 

 

■ 私的録音録画補償金制度の対象機器にブルーレイレコーダー等を追加指定する政令案に対する JEITA の見解（8月23日) 

  https://home.jeita.or.jp/press_file/20220824094029_BHl6ueCcWn.pdf 

 

■「著作権法施行令の一部を改正する政令案」に関する意見（8月31日) 

  https://home.jeita.or.jp/press_file/20220831161738_rdwJeBmzv9.pdf 

 

■ 著作権法施行令の施行に対する当協会コメント（11月28日) 

  https://home.jeita.or.jp/press_file/20221128140055_P3H76MU2tk.pdf 

 

■ 知的財産高等裁判所第 1 部 1 令和 1 年（ネ）第 10046 号 特許権侵害差止等請求控訴事件に関する第三者意見募集に対する意見（11

月30日) 

  https://home.jeita.or.jp/press_file/20221128111030_o2XUpgGMVr.pdf 

 

■「犯罪予防や安全確保のためのカメラ画像利用に関する有識者検討会報告書（案）」に関する意見（2月10日) 

  https://home.jeita.or.jp/press_file/20230210112234_6Nr0Q2IZ5Y.pdf 

 

■「グリーン社会の実現に向けた事業者等の活動に関する独占禁止法上の考え方」(案)に関する意見（2月13日) 

  https://home.jeita.or.jp/press_file/20230215091803_c06eJVDSjl.pdf 

 

【海外パブリックコメント】 

■【中国】「知的財産権の濫用によって競争を排除・制限する行為の禁止に関する規定（意見募集稿）」 に関する意見（7月27日） 

https://home.jeita.or.jp/press_file/20220729151534_ID1YeOUE5m.pdf 

 

■【中国】「個人情報の越境移転に関する標準契約条項（意見募集稿）」に関する意見（7月29日） 

https://home.jeita.or.jp/press_file/20220729151629_T38tRGAQIX.pdf 

 

■【EU】「移転のためのツールとしての認証に関するガイドライン案」に関する意見（9月7日） 

https://home.jeita.or.jp/press_file/20220907105227_0YjRJBdnMX.pdf 

 

■【中国】「専利審査指南改正草案（再意見募集稿）」に関する意見（12月15日） 

https://home.jeita.or.jp/press_file/20221208093532_45Bb7aXcJO.pdf 
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